
○中小企業基本法を念頭にした税法上の中小企業の基準の拡大（資本金
１億円以下→３億円以下） 

○中堅企業（資本金３億円超10億円以下）の成長を後押しする税制措置 
（中堅企業の成長を後押しする租税特別措置（研究開発税制の税額控除12%部
分をはじめ、中小企業の投資を後押しする税制措置）を適用すべき） 

○中小・中堅企業の設備の「新陳代謝」を後押しする税制措置 
（中小企業投資促進税制の拡充（償却率・税額控除率の大幅な引上げ・
資本金上限３千万→１億円）・本則化、成長設備投資減税(仮称)の 

 創設、少額減価償却資産の損金算入制度の拡充・本則化、前向きな 
 投資を阻害する事業所税・償却資産に係る固定資産税の廃止 等） 

○新規創業・ベンチャー支援の拡充 
（創業後5年間の法人税・社会保険料減免措置、法人版エンジェル税制
の導入、創業資金に係る贈与税非課税枠(1,000万円)創設 等） 

○イノベーションの促進に向けた税制措置 
（研究開発税制の拡充・本則化、研究開発促進税制の中小企業を対象と
した運用面の大胆な改善、パテントボックスの導入） 

○立地競争力強化に向けた法人課税の軽減 
（法人実効税率のアジア諸国並み20%台前半への引き下げ（地方法人特
別税廃止による法人課税の負担軽減含む）、中小法人の軽減税率の
11％以下への引き下げ・適用所得金額の拡大（1,600万円） 等） 

○中小企業の海外展開（新市場開拓）を支援する税制措置の拡充 
（海外展開で得た利益の国内への還流促進に資する税制措置の拡充、 
 中小企業の海外展開への取り組みに係る費用の税額控除制度創設） 

○人材投資を促進する税制措置 
（雇用促進税制（1人当り40万円税額控除）の拡充、人材教育・採用活
動の一定割合を税額控除する制度の創設 等） 

○企業の経営基盤強化を促す税制 
（交際費の全額損金算入、交際費から除外される飲食費の上限引き上げ
（１万円）、役員給与の全額損金算入、留保金課税の廃止 等） 

○事業再生・事業再編を支援する税制措置の拡充 

（わが国経済を力強い成長軌道に乗せるため、成長戦略の迅速かつ果断な「実行」を） 
 ・わが国経済が力強い成長軌道に乗り、景気回復を持続的な発展につなげるため、政府は、震災復興と福島

再生を強力に進めるとともに、成長戦略を迅速かつ果断に「実行」すべき。 
 ・経済成長を促す政策の実現や、痛みを伴う改革には、身を切る徹底的な行財政改革の断行が不可欠。 
 

（新市場創出など需要の拡大、立地競争力の強化により、中小企業の成長を支える基盤の確立を） 
 ・成長戦略の「実行」の担い手は企業。その原動力は雇用の７割を占め、国民生活を支える中小企業。 
 ・中小企業の成長を支える基盤を確立するため、新市場の創出をはじめ需要拡大を図るとともに、法人の税

負担の引き下げや、社会保障給付の重点化・効率化など立地競争力の強化を図るべき。 

（設備の「新陳代謝」や「新規創業」を促進し、中小企業のイノベーションの後押しを） 
 ・グローバル競争が激化する中、新分野進出や付加価値の高い製品開発など、イノベーションに果敢に

挑戦する中小企業の後押しが不可欠。生産性向上や新分野進出に資する設備の大胆な「新陳代謝」の
促進、経済活力の源となる「新規創業」を強力に後押しすべき。 

 

（2020年東京オリンピック・パラリンピックを見据え、首都東京の立地競争力強化を） 
 ・経済成長を実現するためには、わが国経済を牽引する首都東京の成長が不可欠。2020年のオリンピッ

ク・パラリンピックを見据え、魅力ある国際競争力の極めて高い事業環境を整備することが必要。 

～成長戦略の主たる担い手である中小企業の挑戦の後押しを～ 
平成26年度税制改正に関する意見 概要 

平成 2 5年７月 2 5日 
東 京 商 工 会 議 所 基本的な考え方 

Ⅰ．平成26年度税制改正 

1.成長に向けた「中小企業の挑戦」を後押しする税制措置 

3.中小企業や地域を牽引する中堅企業の成長を後押しする税制措置 

2.地域経済を支え、雇用の受け皿となる中小企業の円滑な事業承継に 
  向けた抜本的な見直し 

4.民間投資や消費を喚起し、持続的な経済成長に資する税制措置 

Ⅱ．首都東京の競争力強化に資する税制 

5.地方の「自主・自立」の確立に向けた地方税改革 

6.納税環境整備の充実 

○事業承継税制の抜本的な見直し（発行済議決権株式総数等の「2/3要件」を
100％へ拡充、相続税の納税猶予割合100％へ引き上げ、5年経過後の納税免除） 

○担保提供した個人資産を、事業用資産に準じた評価方法に見直すべき 

○取引相場のない株式の評価方法の抜本的な見直し 

○土地・住宅税制をはじめ、内需拡大に資する税制の拡充 
（土地建物等の譲渡所得と他の所得との損益通算措置の復活、新築住宅の固定
資産税の特例をはじめ住宅に係る租税特別措置の延長、大企業を含めた交際
費の損金算入化 等） 

○立地競争力強化に資する「特区制度」の税制措置の創設・拡充 
（「国家戦略特区」における大胆な法人実効税率の優遇措置の創設 等） 

○観光振興に向けた税制措置の見直し 
（訪日外国人旅行客向け免税制度の見直し 等） 

○大規模地震対策等、防災・減災に係る税制措置の拡充 

○女性の活躍を後押しする税制措置の見直し 
（配偶者控除等の所得税の諸控除のあり方、Ｎ分Ｎ乗方式等の導入検討 等） 

○中小企業の納税事務負担軽減措置創設・手続き簡素化 

○復興特別所得税の源泉徴収事務負担の軽減 

○社会保障・税番号導入時の納税協力負担の軽減 

○租税教育の充実 

○首都東京の立地競争力を強化する税制の見直し 
（事業所税の廃止、地方法人特別税の撤廃、地方法人二税の
超過課税の即時廃止、創業後5年間地方税減免 等） 

○アジアヘッドクォーター特区の推進 
（税制措置の要件緩和に向けた働きかけ、アジアヘッド
クォーター特区を推進する日本企業への税制措置の拡充） 

○震災に強いまちづくりに向けた都市基盤・機能の強化 
（耐震改修における税制措置の拡充、木密地域における税制
措置の拡充、帰宅困難者支援対策推進のための税制措置） 

○地方法人二税を含む地方税の抜本的な改革 
（地方法人二税に過度に依存しない安定した地方財源の確
保、地方の行革努力が反映される交付税制度への見直し、
法人への安易な超過課税・独自課税導入には反対） 

○企業の成長や地域活性化を阻害する地方税の見直し 
（中小企業の成長を阻害する事業所税の廃止、償却資産に
係る固定資産税の廃止、外形標準課税の廃止） 

Ⅲ．消費税引き上げにあたっての課題 

○消費税の円滑な価格転嫁に向けた万全の対策を 
 ・政府は、価格転嫁対策特別措置法に基づき、徹底した広報をはじめ、実効性の高い価格転嫁対策を行 

い、法施行前においても、転嫁拒否や値下げ交渉の実態を把握し、是正に向けた措置を行うべき。 
 

○複数税率・インボイスの導入に断固反対 
 ・複数税率の導入は、社会保障財源が大きく失われ、国民に別の形で負担を強いることから断固反対。 
 ・インボイスは、中小企業に２重かつ、２倍以上の事務負担を強いることから、導入すべきではない。 

○中小企業経営への影響を最小限に止める措置を講じるべき 
 ・消費税引き上げ後の景気の下振れをカバーし、経済成長を促進する景気・経済対策を実施すべき。特

に、住宅や自動車等の経済波及効果が大きい産業への実効性の高い措置が不可欠。 
 

○二重課税の解消はもとより多岐多重に課税される税制（印紙税等）の抜本的な見直しを 
 ・今回の消費税引き上げに伴い、消費税と印紙税、揮発油税、自動車取得税等をはじめとする二重課税

の解消はもとより、多岐多重に課税される消費課税を抜本的に見直すべき。 

－経済成長の原動力である中小企業の活力強化による力強い成長軌道の実現を－ 

－成長戦略の迅速かつ果断な「実行」による「中小企業の挑戦」の後押しを－ 

－中小企業経営への影響を最小限に止める措置を－ 

http://www.tokyo-cci.or.jp/

